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地域別・セクター・サービス別に責任者を配置しており、アジアパシフィック地域における

日系企業の皆様を支援する体制を構築しています
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当法人実施の「アジア進出日系企業におけるリスクマネジメントおよび不正の実態調査

2022年版」から見えてくるアジア地域のリスクアウトルックは以下の通りです

アジア地域のリスクアウトルック

Social
◼ 多様な言語、文化、宗教、考え方

◼ 人権規制の違い

◼ 人材流失、人材獲得の困難による

人的資本の不足

◼ サステナビリティに対する消費者の関心の高まり

◼ スマホネーティブ、SNSでのコミュニケーション

Technology
◼ インフラの整備度合い

◼ テクノロジー/データ関連規制整備
◼ サイバー犯罪やセキュリティ脅威

◼ デジタル・テック・スタートアップの勃興

Economy
◼ 現地市場ニーズの多様性

◼ 産業成熟度の違い

◼ 原材料、原油、人件費の高騰

◼ 地場・中韓企業の台頭と競争激化

◼ サプライチェーン寸断及び供給制約

◼ 為替政策

Political
◼ 不安定な政治情勢、テロ・地政学リスクの

増大(安全保障、エネルギー問題等)
◼ 米中貿易摩擦及び中国の台頭

◼ 脱炭素に向けた世界的潮流、

サステナビリティ規制の制定

P E

S T

[凡例]
黒：以前から認識されており何らかの対応を行っているリスク

緑：最近認識されており何らかの対応を検討/開始しているリスク
青：現時点で認識・対応が遅れているリスク
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在アジアの経営者の方とのディスカッションに基づく経営管理上の課題に対して

デロイトトーマツグループは解決のためのソリューションを提供しています

アジア地域における経営管理上の課題（例示）

ルール化
適任者

の配置

情報

活用

経営理念

リスクの

識別

責任部署

KPI

研修・インセンティブ・罰則

モニタリング・内部監査

経営戦略

KRI

方針・ルール等の設計

行動・徹底

⚫ 経営戦略を支える権限委譲とKPIマネジメントの実行力不足
⚫ リスクに対するBOD、経営層の認識不足とモニタリング機能の未発達
⚫ 経営層が求める財務・非財務情報の可視化・提供体制の未発達

⚫ KPI、KRIなどの組織へのアサインメント（責任部署）が不明瞭
⚫ 業務プロセスの可視化、ルールの浸透の未発達

⚫ 業務プロセスの標準化、デジタル化の未発達

⚫ 経営戦略実行、デジタル、サステナビリティ、経理/リスク管理人材など
の高度な機能を担当できる人材不足・採用困難

⚫ システム化、デジタル化の遅れまたは企業実態とのミスマッチ

⚫ データ未整備、正確性の欠如

⚫ プライバシー、セキュリティ管理の脆弱性

⚫ 自社単独での人材育成の困難

⚫ 3線モデルでのモニタリング設計に関する組織規模や人材面の制約
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直近の日系企業にとっての経営課題

特に近年はデジタル化、サステナビリティ経営の高度化など社会の大きな

動きの中で企業が直面する経営課題にも変化が見られます

デジタルによるコントロールの強化
各社のデジタル化の取り組みの中で、検討が漏れがちなチェック・モニタリング機能の実効性
の強化の観点や、ヒトとデジタルのベストミックスの探求などについて議論が生じています

サイバーセキュリティへの対応

サステナビリティへの対応

TPM（サードパーティリスク管理）

グループ全体の事業継続性の確保に向けたOTセキュリティの対応力強化の必要性が高まって
います

非財務情報の開示を含め、海外拠点にサステナビリティ対応が求められ、一定の負荷が生じ
ることが見込まれます

サステナビリティを含め、サードパーティ管理の必要性が高まってきています

環境変化に対応した内部統制の見直し
海外拠点における不正の発生状況やグループでのERPリプレイスの動き等に鑑み、それに対応
した内部統制の見直しの必要性が高まっています

次世代リソースモデルの追求
人材確保がますます困難になってきている状況などに鑑み、各コーポレート機能の再設計が必
要になっています

人権DD
サステナビリティリスクの一要素として、人権対応が求められますが、特に海外で取引のあるベ
ンダーのリスクは注視が必要です
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リスクアドバイザリー領域のサービス内容

前頁以外でも、組織が直面するリスクへの対応として、幅広い領域への

サービスを展開しています

サービスカテゴリー 提供サービス例

会計/

内部統制

(Accounting 

& 

Internal 

Controls)

❑ IT等アシュアランス ❑ IT環境/ガバナンス環境/サードパーティ（ベンダー/サプライヤー）等各種ITアシュアランス支援

❑ 内部統制及び会計等レポー

ティング

❑ 業務プロセス可視化・改善支援、デジタル化、自動化、データ利活用支援

❑ 経営管理高度化支援（業績管理指標の策定、ダッシュボード構築）

❑ 内部統制高度化支援（含む、不正/コンプラ研修、不正リスク防止体制評価/構築、プロセス/規程策定）

❑ 内部監査
❑ 内部監査/内部統制部門の立上げ及びトランスフォーメーション支援（含む、ソーシングモデル、リモート監査、デジタル化）

❑ 各種内部監査支援（含む、JSOX対応、IT監査、Control Self Assessment（CSA））

❑ トレジャリー ❑ トレジャリーマネジメント支援（含む、CCC管理、資金繰り改善、トレジャリーシステム導入）

❑ デジタル/AI/アルゴリズム

❑ 業務プロセストランスフォーメーション（含む、自動化、ペーパーレス、リモートワーク）

❑ データアナリティクス支援（プロセスマイニング、タスクマイニング、不正アナリティクス）

❑ ERP導入に伴うデータガバナンス構築支援

サイバー

(Cyber)
❑ サイバー

❑ サイバーセキュリティ戦略、サプライチェーンセキュリティ戦略、セキュリティアセスメント

❑ 脆弱性診断/Red Team Operations、セキュリティ演習・訓練、脅威インテリジェンス、インシデント対応、SOC

❑ クラウドセキュリティ、セキュア開発、IoTセキュリティ

❑ IDライフサイクル管理 (顧客ID、従業員、特権アカウント)、情報及びプライバシ保護、データ漏洩保護

戦略リスク

(Strategic 
Risk)

❑ クライシス対応 ❑ BCP/BCM策定及びクライシスマネジメント支援

❑ 戦略&ブランド
❑ コーポレートガバナンス構築支援（含む、GRC導入）

❑ リスクマネジメント支援

❑ サステナビリティ ❑ サステナビリティ/気候変動/循環型社会等対応支援

❑ エンタープライズリスク

マネジメント

❑ サードパーティリスクマネジメント支援（含む、ベンダーリスク管理/モニタリング）

❑ ソフトウェア資産管理支援 (SAM)

法規制/法務

(Regulatory 

& 

Legal Support)

❑ 法規制&コンプライアンス ❑ 法規制/コンプライアンス調査、対応支援

❑ 金融関連リスク&法規制 ❑ 金融規制対応支援

❑ 金融犯罪 ❑ 金融犯罪対応支援 (含む、マネロン、反社、不正)

【凡例】 :インシデント発生等有事対応時に活用が可能なサービス有

有

: 内部監査のアウトソーシングは、監査業務との同時提供禁止業務になります。

有

有

有

有
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アジア・パシフィック地域での本サービスに関する問い合わせ先

当資料を含むアジアパシフィック地域における最新の経営環境やリスク情報、並びに当法人の

サービスについては以下のWebサイトもご参照ください

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/risk/articles/asia-pacific/risk-advisory-in-asia-pacific.html

当資料におけるサービスに関するお問い合わせは下記メールアドレスまでご連絡ください

ap_risk@tohmatsu.co.jp
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